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８ 職員の給与等に関する報告及び勧告 

 

 

 本委員会は、本県職員の給与の実態、給与を決定する諸事情について調査研究を行い、令

和６年10月11日に県議会及び知事に対して報告し、併せて給与の改定について勧告を行った。 

 その概要は、次のとおりである。 

 

（１）報告 

ア 職員の給与について 

（ア）職員の給与 

本委員会が、本年４月１日現在で実施した「令和６年職員給与実態調査」の概要

は、次のとおりである。 

ａ 職員構成 

職員数は、一般職員5,669人、警察官4,013人、県立学校職員3,717人､市町村立

学校職員8,135人、計21,534人となっており、昨年に比べ475人減少している。 

また、平均年齢は42.9歳、平均経験年数は20.6年、男女別構成は男61.5％、女3

8.5％、学歴別構成は大学卒81.2％、短大卒7.1％、高校卒11.7％、中学卒0.0％と

なっている。 

ｂ 平均給与月額等 

職員は、従事する職務の種類に応じ、行政職、公安職、教育職、医療職、研究

職、福祉職及び学校栄養職の７種13給料表の適用を受けているが、これら職員全

員の本年４月における平均給与月額は、給料361,121円、扶養手当9,010円、地域

手当5,919円、その他の手当18,420円、計394,470円となっている。     

このうち民間給与との比較を行っている行政職給料表適用職員（平均年齢43.9

歳、平均経験年数21.7年）の平均給与月額は、給料340,112円、扶養手当8,813円、

地域手当5,850円、その他の手当19,897円、計374,672円となっている。 

 

（イ）民間給与の調査 

本委員会は、職員の給与と民間給与との比較を行うため、本年も、人事院及び新

潟市人事委員会等と共同して、企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の

県内1,152事業所のうちから、240事業所を層化無作為抽出法によって抽出の上､｢令

和６年職種別民間給与実態調査」を実施し、公務と類似すると認められる76種類の

職務に従事する者7,051人について、本年４月分として支払われた給与月額等を調査

した。 

その主な調査結果の概要は、次のとおりである。 
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ａ 初任給の状況 

別表第１に示すとおり、新規学卒者の採用を行った事業所は、大学卒で27.7％

（昨年24.1％)､高校卒で12.5％（同10.0％）となっている。そのうち、初任給に

ついて、増額した事業所の割合は大学卒で69.3％（同59.5％)､高校卒で77.1％（同

83.7％)､据え置いた事業所の割合は大学卒で30.7％（同40.5％)､高校卒で22.9％

（同16.3％)となっており、減額した事業所は昨年に引き続きなかった。 

ｂ 給与改定の状況 

別表第２に示すとおり、民間事業所においては、一般の従業員（係員）につい

て、ベースアップを実施した事業所の割合は57.5％（昨年48.1％）となっている。

一方、ベースダウンを実施した事業所は昨年に引き続きなかった｡ 

また、別表第３に示すとおり、一般の従業員（係員）について、定期に行われ

る昇給を実施した事業所の割合は95.0％（昨年93.8％）となっている。昇給額に

ついては、昨年に比べて増額となっている事業所の割合は32.0％（同28.2％)､減

額となっている事業所の割合は4.0％（同0.6％）となっている。 

 

（ウ）職員と民間従業員との給与比較 

ａ 公民給与の較差 

本委員会は､｢職員給与実態調査」及び「職種別民間給与実態調査」の結果に基

づき、職員にあっては行政職給料表適用職員、民間にあってはこれに相当する職

種の職務に従事する者について、相互の給与を比較したところ、別表第４に示す

とおり、職員の給与が民間従業員の給与を8,605円（2.30％）下回っている。 

また、職員と民間従業員の比較に当たって使用した給与種目は別表第５のとお

りである。 

ｂ 特別給 

昨年８月から本年７月までの１年間において、民間事業所で支払われた賞与等

の特別給を調査した結果は、別表第６に示すとおりであって、平均給与月額の4.5

8月分に相当しており、職員の特別給（期末手当・勤勉手当）の年間の平均支給月

数（4.50月）が民間事業所の特別給の支給割合を0.08月分下回っている。 

 

（エ）職員と国家公務員との給与比較 

民間従業員の給与との比較を行っている行政職給料表適用職員と国家公務員の行

政職俸給表㈠適用者の本年４月における平均給与月額は別表第７のとおりである。 

 

（オ）物価及び生計費 

総務省による本年４月の消費者物価指数は、昨年同月に比べ、新潟市では2.9％、

全国では2.5％の上昇となっている。 
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また、本委員会が総務省の家計調査等を基礎として算定した２人世帯、３人世帯

及び４人世帯の新潟市における標準生計費は、本年４月においてそれぞれ153,690

円、190,180円及び226,690円となっている。 

 

（カ）人事院の給与勧告等 

人事院は、本年８月８日、一般職国家公務員の給与等について報告を行い、併せ

て給与等の改定について勧告を行った。 

 

（キ）給与改定等 

職員の給与及び民間給与の実態とそれぞれの比較、物価及び生計費の状況並びに

人事院勧告の概要等は、以上述べたとおりである。 

これらを総合的に勘案し、本委員会は、職員の給与の改定等について次のとおり

判断した。 

ａ 職員の給与の改定 

（a）給料表 

民間給与と比較を行っている行政職給料表については、公民較差の状況等を

踏まえ、引上げ改定を行うこととする。 

具体的には、人事院勧告において初任給をはじめ若年層に重点を置いた上で、

全年齢層を対象に引上げを行ったこと及び民間の初任給との間に差があること

等を踏まえ、職員採用試験（高校卒業程度）に係る初任給を23,600円、職員採用

試験（大学卒業程度）に係る初任給を23,200円引き上げることとし、若年層が在

職する号給に重点を置いた上で、全年齢層において引上げ改定を行う。 

また、定年前再任用短時間勤務職員の基準給料月額については、各級の改定

額を踏まえ、所要の引上げ改定を行う。 

この改定は、本年４月時点の比較に基づいて職員給与と民間給与を均衡させ

るためのものであることから、同月に遡及して実施する。 

行政職給料表以外の給料表についても、行政職給料表との均衡を基本に所要

の引上げ改定を行うこととする。 

（b）初任給調整手当 

医師に対する初任給調整手当については、医師の人材確保や処遇改善を図るた

め、人事院勧告に準じて改定し、本年４月に遡及して実施することとする。 

（c）期末手当・勤勉手当 

期末手当・勤勉手当については、昨年８月から本年７月までの１年間におけ

る民間の特別給の支給割合との均衡を図るため、支給月数を0.1月分引き上げ、4.

60月分とする。支給月数の引上げ分は、民間の特別給の支給状況や人事院勧告等

を踏まえ、本年度については、12月期の期末手当及び勤勉手当に均等に配分し、
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令和７年度以降においては、６月期及び12月期の期末手当及び勤勉手当が均等に

なるよう配分する。 

また、定年前再任用短時間勤務職員の期末手当及び勤勉手当並びに任期付研

究員及び特定任期付職員の期末手当についても、同様に支給月数を引き上げるこ

ととする。 

（d）寒冷地手当 

寒冷地手当については、人事院において、支給月額及び新たな気象データを

指定基準に当てはめた支給地域の改定並びに内閣総理大臣が定める官署に勤務

する職員の居住地に関する要件の廃止について勧告が行われた。 

本委員会としても、人事院勧告に準じ、支給月額の改定及び人事委員会規則

で定める公署に在勤する職員の居住地に関する要件の廃止を行うこととする。 

また、支給地域の改定については、人事院勧告の考え方に準じて行うことと

するが、支給地域の単位となる市町村については、地域の気象状況をより的確に

反映させるため、前回、平成26年の見直しと同様に平成16年４月１日における市

町村の名称及び区域によることとする。 

支給月額の改定は本年度から、その他の改定は令和７年４月１日から実施す

ることとし、支給地域の改定に伴い、支給地域に該当しないこととなる地域に改

定前から引き続き勤務している職員等に対しては、所要の経過措置を講ずること

とする。 

ｂ 社会と公務の変化に応じた給与制度の整備（給与制度のアップデート） 

（a）背景 

本年、人事院は、多様で有為な人材の確保、職員の成長支援と組織パフォー

マンスの向上、Well-beingの実現に向けた環境整備という現下の公務員人事管理

をめぐる重点課題に対応し時代の要請に即した給与制度への転換を図るため、社

会と公務の変化に応じた給与制度の整備（以下「給与制度のアップデート」とい

う｡)を勧告した。 

具体的には以下のとおりである。 

① 多様で有為な人材の確保 

潜在的志望者層にも訴求し得る給与制度とするため、採用市場における競争

力を向上させるための若年層の給与水準の引上げ、係長以上の俸給水準の底上

げ、ボーナスにおける実績反映の拡大などの措置を講ずるとした。 

② 職員の成長支援と組織パフォーマンスの向上 

給与面においても、各職員の組織への貢献にふさわしい処遇を確保し、モチ

ベーションをより高める制度へと改善するため、職務・職責に応じた俸給体系

への刷新を図るとともに、役割・活躍に応じた処遇を実現するとした。また、

地域間の給与水準の調整に関する枠組みを見直すとともに、異動をめぐる多様
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なニーズに適応した手当の支給拡大を図るとした。 

③ 多様なワークスタイル・ライフスタイル選択を可能とするための処遇面の取

組 

働き方のニーズやライフスタイルが多様化する中で、職員が活躍できるよ

う、官民における状況の変化や、育児・介護を始めとする事情による新幹線通

勤等のニーズに適応できるよう、手当制度を整備するとした。 

（b）本県の給与制度のアップデートの必要性 

本委員会は、従来から、地方公務員法の定める情勢適応の原則や均衡の原則

に則り、国及び他の都道府県の職員並びに民間事業の従事者の給与その他の事情

を総合的に勘案して勧告を行ってきたところである。 

令和７年度以降の給与制度の在り方についても、有為な人材確保や役割・活

躍に応じた処遇の実現等、国と共通する課題に対処するため、国の給与制度のア

ップデートの内容に準じた実施を基本に、本県の実情を踏まえて対応することが

適当と判断する。 

（c）措置すべき事項 

上記で述べた背景や必要性等を踏まえて、具体的な措置内容を制度別に整理

すると、以下のとおりである。これらの改正は、特記するものを除き、令和７年

４月１日から実施する。 

① 給料表及び昇給制度の見直し 

行政職給料表については、人材確保を支える給与処遇の実現や、職務や職責

に応じた給与上昇を確保する内容である、人事院勧告における令和７年４月１

日適用の俸給表に準じて改定することとする。 

初任給については、本県においても人材確保が喫緊の課題であること等を踏

まえ、必要な引上げを行うこととする。また、初任給の引上げを踏まえ、一般

級（１級及び２級）も引上げ改定を行う。これらの措置は、本年４月に遡及し

て実施する。 

係長級から課長級まで（３級から７級まで）の職員を対象とする職務の級で

は、各級の初号の給料月額を引き上げ、職務や職責に応じた給与上昇を確保す

る。 

また、部長級（８級から10級まで）の職員を対象とする職務の級では、職員

の役割の重さに見合った処遇とするとともに、成績優秀者の一層の給与上昇を

可能にするため、国に準じて給料水準や号給構成を抜本的に見直す。併せて、

昇給制度についても国に準じて見直すこととする。 

 行政職給料表以外の給料表についても、行政職との均衡を基本に見直しを行

う。この場合において、行政職給料表８級から10級までと同様の見直しを行う

給料表及び職務の級は、別表第８に示すとおりとする。 
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② 扶養手当の見直し 

人事院は、配偶者に係る扶養手当を廃止し、子に係る扶養手当額については

引上げを行うよう勧告した。 

国においては、配偶者の働き方に中立となるよう、制度の見直しに向けた取

組が進められているほか、少子化対策も推進されているところであり、本県に

おいても同様の施策が求められているものと考える。 

このような状況の下で、配偶者に家族手当を支給する民間事業所の割合は、

全国・本県ともに減少傾向にある。公務においても、配偶者を扶養親族とする

職員の割合は国・本県ともに減少しており、加えて、本県職員の割合は国家公

務員より低くなっている。 

本委員会は、このような社会と公務の変化を踏まえ、また、国や他の都道府

県の動向等も総合的に勘案した結果、人事院勧告に準じて扶養手当の見直しを

行うこととする。 

なお、上記の見直しについては、受給者への影響をできるだけ少なくする観

点等から段階的に実施することとし、各年度における具体的な手当額は別表第

９のとおりとする。 

③ 地域手当の見直し 

地域手当については、人事院勧告において、新潟市が支給地域の対象から除

外され、１年ごとに１ポイントを減じた支給割合とすることとされた。 

本県においては、県内の地域に在勤する職員に支給する地域手当について、

平成26年の人事院勧告に準じた場合を基礎に本県職員の勤務実態を考慮して

算出した1.5％としているが、令和７年度当初の取扱いについては、現行の支

給割合を基礎に、人事院勧告の考え方に準じて0.5ポイントを減じた1.0％とす

る。また、県外に在勤する職員については、人事院勧告に準じて支給割合を改

定することとする。 

一方で、国において地域手当を含めた地方公務員の給与制度についての検討

が行われており、今後の本県の地域手当については、国の検討結果、他の都道

府県の動向、令和７年度以降の公民較差等を踏まえた上で、本委員会において

引き続き検討を進めていく。 

④ 通勤手当の見直し 

通勤手当については、本県において、高速自動車国道を利用して通勤する職

員を中心に、支給限度額を超える特別料金を負担している実態があること等を

考慮し、人事院勧告に準じて、支給限度額の引上げ及び新幹線鉄道等に係る通

勤手当の支給要件の見直し（通勤時間の短縮要件の廃止）を行うこととする。 

⑤ 管理職員特別勤務手当の見直し 

管理職員特別勤務手当については、人事院勧告に準じて改定することとす
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る。 

⑥ 期末手当・勤勉手当の見直し 

(i) 勤勉手当の成績率  

勤勉手当については、人事院勧告に準じ、成績率の上限を引き上げること

とする。 

(ⅱ)特定任期付職員の期末手当等  

  特定任期付職員の期末手当等については、人事院勧告に準じ、期末手当と

勤勉手当から成る構成に改め、特定任期付職員業績手当を廃止することとす

る。 

⑦ 定年前再任用短時間勤務職員等の給与の見直し 

定年前再任用短時間勤務職員等に対する諸手当の取扱いについては、人事院

勧告において、現在支給されていない手当の中で異動の円滑化に資するものを

新たに支給することとされた。本県においても、人事院勧告の考え方に準じ、

地域手当（異動保障など特例的に支給されるもの)､住居手当（単身赴任手当を

支給されないもの)､特地勤務手当（同手当に準ずる手当を含む｡)及び寒冷地手

当等の異動の円滑化に資する手当を支給することとする。 

地域手当の異動保障及び特地勤務手当に準ずる手当等については、令和７年

４月１日以降の異動等から適用する。 

 

イ 公務員人事管理について 

（ア）県行政を支える多様で有為な人材の確保 

職員採用をめぐる環境は、民間企業等の雇用情勢をはじめ、少子化に伴う受験年

齢人口の減少などの影響により厳しさが一層増している。本県においても、職員採

用試験の受験者数は減少傾向が続いており、特に総合土木職をはじめ一部の技術系

専門職種においては採用予定者数を確保できていない。 

このような危機的な状況が続くことにより、専門的な知見の世代間の継承や計画

的な人事配置、人材育成などへの影響や、安全・安心な地域を支える基盤づくりや

防災・減災対策をはじめ行政サービスの安定的な提供が困難となっていくことが懸

念される。多様で有為な人材の確保は喫緊の課題であり、これまで以上に任命権者

と危機感を共有し、連携した取組が必要である。 

令和６年度の大学卒業程度の採用試験については、民間志望者も受験しやすい先

行実施枠試験で一般行政職などの職種を拡充し、一次試験は東京会場でも実施した。

その結果、一般行政職では、昨年度の６月の通常実施枠試験よりも多くの受験者が

確保でき、専門職では、合格者数が採用予定者数を概ね満たし、一定の効果が見ら

れた。 

近年、国や他の地方自治体においても早期試験の実施や試験負担軽減に向けた取
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組が進んでおり、本県においても、引き続き、より多くの受験者を確保できるよう、

更なる検討を進めていくことが必要である。 

さらに、有為な人材の確保のためには、広報の取組も重要である。 

職員採用のための広報活動については、これまで、各種セミナーや、ブログをは

じめSNS等を活用した情報発信により、県職員の仕事の魅力ややりがいを伝えてきた

ところであるが、加えて、新採用職員へのアンケート等を実施し、そのニーズを把

握して取組を進めてきた。 

まず、大学１、２年生に対する早期アプローチとして、県内市町村とともに、地

方公務員の仕事のやりがいの伝達や新潟へのＵターンを促すための合同ガイダンス

を開催し、新潟県内で公務員として働くという選択肢を示すことができた。 

併せて、学生の就職活動の段階に応じた情報発信の取組として、学生の進路選択

が本格化する３年生の春夏に合わせ２回にわたりオンラインセミナーを開催し、県

職員への志望度の向上に努めた。 

今後も上記の取組を更に展開させるとともに、民間志望者を含め学生に訴求でき

るアプローチや内容について検討し、任命権者と連携しながら、採用辞退防止のた

めにも学生のニーズを捉えた広報の取組を充実させていく必要がある。 

また、複雑化・高度化する行政課題に対応するため、民間企業等で培われた専門

的な知識や経験を有する人材を確保することを目的にキャリア採用試験を実施して

いる。昨年度は、受験機会を年２回に増やし、一次試験を書類選考としたことによ

り、受験者及び合格者を多く確保できたことから、本年度は、年間を通じて応募で

きるように、受験機会を年４回に増やしたところである。 

今後も、更に受験しやすい方法を検討していく必要がある。 

 

（イ）職員がやりがいを持ち個々の力を最大限発揮できる人材育成と人事管理 

ａ 人材の育成 

県行政を持続的に発展させていくためには、職員一人ひとりがやりがいを持ち

ながら能力を最大限に発揮し、組織全体の力を高めていくことが重要である。 

職員へのアンケート調査によれば､｢仕事のやりがいの向上のために必要だと思

うこと」として、若手職員では「ワーク・ライフ・バランスの確保」や､｢自分の

やりたい仕事、興味・関心のある仕事ができる」こととする割合が、管理職等で

は「県民等などから感謝や評価をされる」こと､｢仕事の成果が適正に評価される」

こととする割合が高くなっている。また、役職を問わず職員全体として､｢仕事が

順調に進み、成果が出る」こと､｢同僚と良好な関係を築ける」こととする割合が

高くなっている。 

任命権者においては、職員育成に係る基本方針等に基づき、職員研修、人事評

価、人事制度を通じて、人材育成や職場風土づくりを進めている。 
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若手職員のやりがい向上については、若手職員による政策提案や、キャリア形

成を考える機会の付与等の取組を行っており、引き続き、業務外での活動の奨励

等も行いながら、職員の達成感や貢献しているという実感を高め、成長を促す取

組が重要である。 

管理職等は、若手職員が能力向上や働きやすさを実感できるようサポートする

とともに、組織の目標を共有し、相互に支え合う職場環境の整備に向けて、職場

内でのコミュニケーションを活性化させ、組織力の向上に取り組んでいく必要が

ある。 

ｂ 能力・実績に基づく人事管理 

職員の能力と実績に基づく人事管理の徹底は、行政運営の効率化を図っていく

ために不可欠であり、その基礎となる人事評価は人材育成・マネジメント強化の

ためのツールとしても重要である。 

本県においても、職員が成長を実感しつつ仕事への意欲と能力を高め、組織を

効率的に運営し、県民サービスの向上に寄与するため、任命権者において人事評

価を実施しているが、その評価結果を人事管理の基礎として十分に活用するため

には、公平性、透明性、納得性の高いものである必要がある。 

任命権者においては、引き続き制度の意義を職員へ周知するとともに、評価者

と被評価者が日常業務や面談においてコミュニケーションを図りながら、被評価

者の気づきにつながるような指導・助言を行うことにより、より成長を実感でき

る制度となるよう適切に運用していくことが重要である。 

ｃ 誰もが活躍できる職場づくり 

様々な県政の課題に対応し、質の高い行政サービスを提供し続けるためには、

性別、障害の有無、年齢にかかわらず、一人ひとりがその意欲と能力に応じて活

躍できる職場づくりに取り組む必要がある。 

(a) 女性職員の活躍推進 

任命権者において、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく

「新潟県特定事業主行動計画」に基づき、取組を進めており、採用者に占める女

性の割合は目標を達成している一方、管理職（課長級以上）に占める女性職員の

割合は、目標を達成できていない状況にある。 

これまで、人事配置等を通じた女性の職域・活躍の場の拡大、意欲・能力のあ

る職員の積極的な登用、研修を通じた女性のキャリア形成の支援を実施している

ところである。今後も、これらの取組を通じて、女性職員の活躍推進に努めると

ともに、性別にかかわらず職員の仕事と生活の両立支援や働き方改革などを一層

進めていく必要がある。 

(b) 障害を有する職員の活躍推進 

障害者の雇用の促進等に関する法律の趣旨を踏まえ、本委員会において、合理
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的な配慮を行いながら障害者採用選考考査を実施しているところである。 

また、任命権者においては､｢障害者活躍推進計画」を策定し取組を行うととも

に、県庁内に「事務集約オフィス」を開設し、障害者が働きやすい職場づくりや

職場環境の整備・拡充に努めているところである。 

今後、法定雇用率が段階的に引き上げられることから、引き続き、障害者雇用

を促進するとともに、職員が障害特性や個性に応じて意欲と能力を有効に発揮で

きるよう、同計画における取組を着実に進めていく必要がある。 

(c) 高齢層職員の活躍推進 

様々な行政課題に対応する観点から、高齢層職員がこれまで培った知識、技術、

経験等を活かした能力を十分に発揮し、次の世代に知見を継承していくことが不

可欠である。 

任命権者においては、引き続き、研修や60歳以降の働き方に係る情報提供に努

めるなど、意欲とやりがいを持って働けるようきめ細やかな対応が必要である。 

 

（ウ）能力を十分に発揮し意欲を持って安心して働ける職場環境の整備 

近年、ライフスタイルや働き方に対する価値観が多様化する中、一人ひとりの職

員が能力を十分に発揮するため、意欲を持って安心して働ける職場環境の整備が求

められている。 

そのためには、心身ともに健康で働けるよう、長時間勤務の是正、ハラスメント

のない職場環境の整備や職員の健康管理が重要である。 

また、仕事と生活との両立支援や個々の職員の事情に配慮した柔軟な働き方を推

進することも必要である。 

ａ 長時間勤務の是正 

(a) 長時間勤務の全体の状況 

長時間勤務の是正について、これまで、本委員会においては、規則で定めた時

間外勤務を命ずることができる上限時間の遵守に向けて、必要な調査・指導を行

ってきたところである。また、任命権者においては､｢新潟県庁働き方改革行動計

画」に基づき、デジタル化の推進や部局間・部局内における応援体制の積極的な

運用等の業務効率化を通じ、継続的な時間外勤務縮減の取組が行われている。 

本委員会が令和５年度の長時間勤務の状況を調査したところ、上限規則の対象

となる職員全体において、１箇月に100時間以上の時間外勤務を行った職員は192

人、割合では1.9％（令和４年度172人、1.7％)､１年に720時間を超えた職員は76

人、割合では0.7％（同90人、0.9％）であった。 

そのうち、知事部局においては、大規模な災害その他避けることのできない事

由によるいわゆる特例業務が大きく減少したことに伴い、１箇月に100時間以上の

時間外勤務を行った職員は73人と、144人であった令和４年度に比べ、半分程度に
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減少したものの、引き続き、長時間勤務を行っている職員が多数いる所属が存在

する。 

(b) 教育職員の長時間勤務の状況 

教育職員の長時間勤務に対しては､｢県立学校における教員の勤務時間の上限に

関する方針｣(令和元年12月策定）や「新潟県立学校の教育職員の業務の量の適切

な管理等に関する規則｣(令和３年４月施行）に基づいて、時間外勤務の上限時間

を定め、教育委員会が業務量の適切な管理を行うこととしている。 

任命権者において、部活動指導員等の外部人材の活用や、採点や出欠確認等の

業務自動化システム導入等のデジタル化の取組を進めている。 

本委員会が令和５年度の県立学校教育職員の時間外の勤務時間を調査したとこ

ろ、１箇月に100時間以上の時間外勤務を行った教育職員は128人、割合では4.3

％（令和４年度151人、5.1％)､１年に720時間を超えた教育職員は286人、割合で

は9.7％（同303人、10.2％）であり、いずれも令和４年度に比べて減少していた。

ICTの積極的な活用による業務の削減・簡素化・効率化や学校行事の見直し等が要

因として考えられる。 

しかしながら、依然として長時間勤務を行っている教育職員が多数存在する。 

(c) 長時間勤務是正に向けた取組 

時間外勤務縮減のためには、所属長等の管理職が、マネジメントの強化に努め

るとともに、業務の効率化・合理化に取り組むなど、時間外勤務の上限時間を形

式的に遵守することのみを目的化することなく、不断の見直しを進めることが重

要である。また、職員一人ひとりについても、業務改善や効率性を意識し、所属

全体で時間外勤務縮減に向けて取り組むことが喫緊の課題である。 

とりわけ、複雑化・高度化する行政課題に対応する中、長時間勤務が常態化し

ている所属が一部で見られ、それぞれ時間外勤務の縮減に努めているものの、職

員の心身両面にわたる健康の保持のためにも、より積極的に推進していく必要が

ある。このため、任命権者においては、徹底した業務の精選や業務手法の抜本的

な見直しを行う等、必要に応じて、適切な措置を講じるとともに、業務量に応じ

た柔軟な人員配置等の対応を行うことが求められる。 

本委員会においては、これまで労働法令遵守の観点から、36協定の遵守状況等

の調査を実施し、違反に対し、是正に向けた指導を行ってきた。また、任命権者

に対して上限時間の遵守状況の調査を行い、上限を超えた時間外勤務があった場

合は規則を遵守するよう指導を行うとともに、改善に向けた取組について報告を

求めてきたところである。さらに、令和５年度は、長時間勤務の是正に重点を置

いて、長時間勤務が常態化している所属を中心に調査所属数を増やし、管理職に

よる勤務時間の把握状況や時間外勤務の状況、要因、縮減の取組等について確認

をした上で、必要な指導を行ってきた。 
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今後も職権を有する職員の労働基準監督機関として、労働法令の遵守はもとよ

り、職員の健康保持の観点から、長時間勤務の是正に向け、時間外勤務の状況と

任命権者における取組の状況を把握した上で、調査・指導等の必要な取組を進め

ていく。 

ｂ ハラスメント防止に向けた取組 

ハラスメントに関する相談については、各任命権者及び本委員会が設置してい

る相談窓口に一定数寄せられているほか、知事部局で実施されたアンケートによ

れば、ハラスメントを受けたと感じたことがある職員の割合は10.8％、自分以外

の職員がハラスメントを受けていると感じたことのある職員の割合は14.6％であ

ることが判明しており、看過できない状況にある。 

職場におけるハラスメントは、職場秩序の乱れや業務への支障となる上、メン

タルヘルスの不調の原因にもなり得ることから、組織に対する社会的評価にも悪

影響を与えかねない重大な問題である。 

任命権者においては、指針や要綱を定め、職員の意識啓発、相談窓口の設置、

ハラスメントの防止や相談対応に係る研修の実施等様々な対策に取り組んでいる

ところであるが、職場における実態を踏まえながら、ハラスメントの発生防止に

向けて、対策を継続的に実施していく必要がある。本委員会としても、事態がよ

り悪化する前に職員が早期に相談できるよう、相談窓口の周知に努める。 

また、近年、顧客等からの著しい迷惑行為（いわゆるカスタマーハラスメント）

について社会的に関心が高まっている。 

本県では、本年５月、県病院局が「新潟県病院局ペイシェントハラスメント対

策指針」により、定義や対策について定めるなど、対応の動きが見られるところ

である。任命権者においても、必要な対応を検討していく必要がある。 

ｃ 職員の健康管理 

依然として多くの職員が精神疾患による長期の休暇の取得又は休職をしてお

り、特に近年、若年層において増加傾向にある。 

職員の心の健康づくりは重要な課題であることから、職員の健康及び福祉を確

保するため、セルフケアを促し、ラインケアを実施するとともに、職場内外にお

ける相談しやすい環境整備等の措置を講じる必要がある。 

任命権者においては、従来から、専門家によるメンタルヘルス相談、心の健康

問題による長期療養者の職場復帰支援、ストレスチェック結果の職場環境改善へ

の活用など様々な措置を実施しており、長時間勤務を行った職員に対する面接指

導やメンタルヘルス相談の利便性を高めてきた。 

今後も、状況の改善に向け一層の取組に努めていく必要がある。 

ｄ 仕事と生活の両立支援 

本県においてはこれまで、育児や介護等の事情を有する職員が安心して働き続
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けることができるよう、両立支援制度について、順次、必要な拡充を行ってきた。 

任命権者においては、これまで育児に係る両立支援制度の個別周知や制度利用

・働き方の意向確認等を行うなど利用促進に努めてきており、令和５年度の男性

の育児休業取得率は74.7％と、令和４年度の53.7％から大幅に上昇している。昨

年11月には、男性職員の育児休業取得率の数値目標として、取得期間を１週間以

上とした上で、取得率の目標を従来の30％から85％に引き上げた。 

今後も、制度の周知や職員の意向確認を引き続き行うとともに、周知啓発や職

場の理解促進など制度を利用しやすい環境の整備を更に進めていく必要がある。 

本年５月、民間労働法制において、子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現する

ための措置の拡充や介護離職防止のための仕事と介護の両立支援制度の強化等が

行われた。 

また、本年の人事院勧告においては、国家公務員の超過勤務の免除対象となる

子の範囲の拡大や育児時間の取得パターンの追加等、両立支援制度の拡充につい

て言及された。 

本県においても、民間労働法制の改正内容や国の動向等を注視しながら、制度

改正に係る必要な対応を行うとともに、介護に係る両立支援制度に関する早期の

情報提供及び職場環境の整備について検討するなど、職員が育児・介護と仕事の

両立に必要な制度を選択し利用できるよう支援する必要がある。 

不妊治療を受けやすい職場環境の整備は社会全体の要請であり、本県において

は、一定の期間安心して不妊治療に専念できるよう、本年４月、長期休業制度を

創設したところである。今後、不妊治療に係る休暇・休業について、利用状況を

注視するとともに、制度を利用しやすいよう環境を整備していく必要がある。 

ｅ 柔軟な働き方への対応 

テレワークの活用により職員の働く場所を柔軟化することは、ワーク・ライフ

・バランスの実現や業務の効率化につながるとともに、災害時や感染症拡大時の

業務継続等にも有効なものである。 

また、勤務間のインターバルについては、睡眠時間を含む生活時間を十分に確

保することにつながり、健康の確保のために不可欠であるとともに、仕事と生活

の調和がとれた働き方を追求するためにも重要なものである。 

任命権者においては、これまでも、柔軟な働き方を実現するために、職員への

働きかけや制度の拡充、ICT環境の整備等を行い、制度の利用を促進してきた。 

今後、これらの制度をより一層浸透・定着させるため、引き続き、公務の運営

に支障が生じないように留意しながら、周知啓発等の取組や制度を利用しやすい

環境整備を進めていく必要がある。 

なお、国や一部の都道府県で導入されているフレックスタイム制については、

制度上様々な課題があると考えられることから、本県においては導入していない
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が、今後も他の都道府県の動向を注視していく必要がある。 

以上の取組を推進することで、ワーク・ライフ・バランスの実現と、誰もが働

きやすく活躍できる職場環境の整備につながり、ひいては、職場の魅力が高まり、

多様で有為な人材の確保にも資するとともに、質の高い行政サービスを継続して

提供できることになるため、今後も引き続き取り組んでいくことが必要である。 

 

（エ）公務員倫理の確保 

公務に対する信頼を確保するためには、法令を遵守するとともに、真摯に職務に

精励することが前提となる。しかしながら、教育職員等による重大な法令違反等の

不祥事が、昨年度より多く発生していることは、信頼を揺るがすものである。 

任命権者においては、これまで以上に再発防止策の徹底を図るとともに、職員の

綱紀の保持及び服務規律の確保に万全を期すなど、不祥事の根絶に向けて対策を進

める必要がある。 

職員においても、勤務時間の内外を問わず、一人ひとりが高い倫理観と、全体の

奉仕者であることの自覚を持ち、県民の期待と信頼に応えられるよう行動する必要

がある。 

ウ むすび 

給与勧告実施の要請 

人事委員会の給与勧告制度は、労働基本権を制約されている職員の適正な処遇を

確保するため、情勢適応の原則に基づき、職員の給与水準を民間の給与水準に合わ

せることを基本とし、国及び他の都道府県の職員の給与等を考慮して決定する方式

として、長年の経緯を経て定着してきた。 

本年の勧告は、公民較差を解消するための給料表の引上げ、初任給調整手当、期

末手当・勤勉手当及び寒冷地手当の引上げに加えて、給与制度のアップデートを行

う内容となったが、民間準拠を基本とした給与決定の仕組みは、職員に対し適正な

給与水準を保障し、公務に必要な人材の確保や円滑な行政運営に寄与するものであ

る。 

県議会及び知事におかれては、給与勧告制度の意義や役割に理解を示され、別紙

第２の勧告どおり実施されるよう要請する。 

 

（２）勧告 

ア 令和６年４月の民間給与との比較に基づく給与改定等の内容 

（ア）一般職の職員の給与に関する条例及び市町村立学校職員の給与に関する条例 

ａ 給料表 

現行の給料表を別記第１のとおり改定すること。（別記第１省略） 
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ｂ 初任給調整手当 

(a) 医療職給料表㈠の適用を受ける医師及び歯科医師等に対する支給月額の限度

を416,600円とすること。 

(b) 医療職給料表㈠以外の給料表の適用を受ける医師及び歯科医師で、医学又は歯

学に関する専門的知識を必要とする職にあるものに対する支給月額の限度を51,

600円とすること。 

ｃ 期末手当及び勤勉手当 

(a) 令和６年12月期の支給割合 

① 特定幹部職員以外の職員 

期末手当の支給割合を1.275月分（定年前再任用短時間勤務職員にあっては

0.7月分）とし、勤勉手当の支給割合を1.075月分（定年前再任用短時間勤務職

員にあっては、0.525月分）とすること。 

② 特定幹部職員 

期末手当の支給割合を1.075月分（定年前再任用短時間勤務職員にあっては

0.6月分）とし、勤勉手当の支給割合を1.275月分（定年前再任用短時間勤務職

員にあっては、0.625月分）とすること。 

(b) 令和７年６月期以降の支給割合 

① 特定幹部職員以外の職員 

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.25月分（定年前

再任用短時間勤務職員にあっては、それぞれ0.6875月分）とし、６月及び12月

に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ1.05月分（定年前再任用短時間勤

務職員にあっては、それぞれ0.5125月分）とすること。 

② 特定幹部職員 

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.05月分（定年前

再任用短時間勤務職員にあっては、それぞれ0.5875月分）とし、６月及び12月

に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ1.25月分（定年前再任用短時間勤

務職員にあっては、それぞれ0.6125月分）とすること。 

ｄ 寒冷地手当 

(a) 寒冷地手当の支給月額を、地域の区分及び職員の世帯等の区分に応じ、次の表

に掲げる額とすること。 

地域の区分 世帯等の区分 

世帯主である職員 その他の職員 

扶養親族のある職

員 

その他の世帯主

である職員 

県内 19,800円 11,400円 8,200円 

県外 人事委員会規則で定める額 
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(b) 寒冷地手当の支給地域を別記第２の表のとおりとすること。（別記第２省略） 

この改正に伴い支給地域に該当しないこととなる地域に引き続き在勤する

職員等については、所要の経過措置を講ずること。 

(c) 一般職の職員の給与に関する条例別表第８に掲げる地域以外の地域に所在す

る公署のうちその所在する地域の寒冷及び積雪の度を考慮して同表に掲げる地

域に所在する公署との権衡上必要があると認められる公署として人事委員会規

則で定めるものに在勤する職員に対する寒冷地手当の支給について、同表に掲げ

る地域又は人事委員会規則で定める区域に居住するものに限る取扱いを廃止す

ること。 

 

（イ）一般職の任期付研究員の採用等に関する条例 

ａ 給料表 

現行の給料表を別記第３のとおり改定すること。（別記第３省略） 

ｂ 期末手当 

（a）令和６年12月期の支給割合 

期末手当の支給割合を1.75月分とすること。 

（b）令和７年６月期以降の支給割合 

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.725月分とするこ

と。 

 

（ウ）一般職の任期付職員の採用等に関する条例 

ａ 給料表 

現行の給料表を別記第４のとおり改定すること。（別記第４省略） 

ｂ 特定任期付職員の令和６年12月期の期末手当 

期末手当の支給割合を1.75月分とすること。 

 

イ 社会と公務の変化に応じた給与制度の整備（給与制度のアップデート）のための給

与改定の内容 

（ア）一般職の職員の給与に関する条例及び市町村立学校職員の給与に関する条例 

ａ 給料表 

アの（ア）のａによる改定後の給料表を別記第５のとおり改定すること。（別

記第５省略） 

新給料表への切替えは、別記第６の切替要領によること。（別記第６省略） 

ｂ 昇給制度 

人事委員会規則で定める職員の昇給は、一般職の職員の給与に関する条例第12

条第１項前段又は市町村立学校職員の給与に関する条例第11条第１項前段に規定
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する期間における当該職員の勤務成績が極めて良好又は特に良好であり、かつ、

同項後段の規定の適用を受けない場合に限り行うものとし、昇給させる場合の昇

給の号給数は、勤務成績に応じて人事委員会規則で定める基準に従い決定するも

のとすること。 

ｃ 扶養手当 

(a) 配偶者に係る扶養手当を廃止し、子に係る扶養手当の月額（扶養 親族たる子のうちに 

満15歳に達する日後の最初の４月１日から満22 歳に達する日以後の最初の３月31日ま

での間にある子がいる場合に あっては、一般職の職員の給与に関する条例第16条第４項

又は市町村立学校職員の給与に関する条例第17条第４項の規定により加算される前の

額）を１人につき13,000円とすること。 

(b) 扶養手当の支給額の改定その他扶養手当の支給に関し必要な事項を定める規定につい 

て、所要の措置を講ずること。 

ｄ 通勤手当 

(a) １箇月当たりの交通機関等に係る通勤手当の額、交通用具に係る通勤手当の額、駐車 

料金等の額の２分の１に相当する額（その額が3,000円を超えるときは、3,000円）及び 

新幹線鉄道等に係る通勤手当の額を合算した額の限度を150,000円とすること。 

(b) 新幹線鉄道等に係る通勤手当の要件のうち、対象とする新幹線鉄道等の利用

を、人事委員会規則で定める基準に照らして通勤事情の改善に相当程度資するも

のであると認められるものに限る取扱いを廃止すること。 

ｅ 管理職員特別勤務手当 

(a) 一般職の職員の給与に関する条例第24条の２第１項又は市町村立学校職員の

給与に関する条例第24条第１項に規定する職にある職員が、災害への対処その他

の臨時又は緊急の必要により午後10時から翌日の午前５時までの間（週休日等に

含まれる時間を除く｡）であって正規の勤務時間以外の時間に勤務した場合に、

管理職員特別勤務手当を支給すること。 

(b) (a)の管理職員特別勤務手当の額は､(a)による勤務１回につき6,000円を超え

ない範囲内において人事委員会規則で定める額（その勤務に従事する時間等を考

慮して人事委員会規則で定める勤務をした職員にあっては、その額に100分の150

を乗じて得た額）とすること。 

ｆ 定年前再任用短時間勤務職員等の諸手当 

一般職の職員の給与に関する条例第17条の３及び第17条の４並びに市町村立学

校職員の給与に関する条例第18条の３の規定による地域手当、特地勤務手当、特

地勤務手当に準ずる手当及び寒冷地手当を支給することとする。 

 

（イ）一般職の任期付職員の採用等に関する条例 

特定任期付職員の期末手当等については、次のとおりとすること。 
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ａ 勤勉手当を支給すること。 

ｂ ６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ0.95月分とするこ

と。   

ｃ ６月及び12月に特定任期付職員に対して支給する勤勉手当の総額は、それぞれ、

各任命権者に所属する当該職員の勤勉手当基礎額に100分の87.5を乗じて得た額

の総額を超えてはならないこと。 

ｄ 特定任期付職員業績手当を廃止すること。 

 

ウ 改定の実施時期 

（ア）改定の実施時期 

この改定は、令和６年４月１日から実施すること。ただし、アの（ア）のｃの(a)、

（イ）のｂの(a)及び（ウ）のｂについては令和６年12月１日から、アの（ア）のｃ

の(b)、ｄの(b)及び(c)並びに（イ）のｂの(b)､イ並びにウの（イ）のａについては

令和７年４月１日から実施すること。 

 

（イ）経過措置等 

ａ 扶養手当の月額等の特例措置 

(a) 令和７年４月１日から令和８年３月31日までの間においては、行政職給料表の

適用を受ける職員でその職務の級が７級以下であるもの及び同表以外の各給料

表の適用を受ける職員でその職務の級がこれに相当するものとして人事委員会

規則で定める職員には、配偶者に係る扶養手当を支給することとし、同手当の月

額は3,000円とすること。 

(b) 令和７年４月１日から令和８年３月31日までの間においては、子に係る扶養手

当の月額（扶養親族たる子のうちに満15歳に達する日後の最初の４月１日から満

22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある子がいる場合にあっては、

一般職の職員の給与に関する条例第16条第４項の規定により加算される前の額）

を１人につき11,500円とすること。 

ｂ その他所要の措置 

ａに掲げるもののほか、この改定に伴い、所要の措置を講ずること。 
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別表第１ 

民間における初任給の改定状況 

                                                                        （単位：％） 

       
項目 

 

学歴 企業規模 

採用あり 

 

採用なし 初 任 給 の 改 定 状 況 

増 額 据置き 減 額 

大 

 

学 

 

卒 

規 模 計
 27.7 

(24.1) 
69.3 

(59.5) 
30.7 

(40.5) 
0.0 

(0.0) 
72.3 

(75.9) 

 

500人以上
 

36.1
 

77.6
 

22.4
 

0.0
 

63.9
 

100人以上 

500人未満 
30.0

 
58.6

 
41.4

 
0.0

 
70.0

 

 50人以上 

100人未満 
12.7

 
83.9

 
16.1

 
0.0

 
87.3

 

高 

 

校 

 

卒 

規 模 計
 12.5 

(10.0) 
77.1 

(83.7) 
22.9 

(16.3) 
0.0 

(0.0) 
87.5 

(90.0) 

 

500人以上
 

16.4
 

100.0
 

 0.0
 

0.0
 

83.6
 

100人以上 

500人未満 
 9.6

 
57.0

 
43.0

 
0.0

 
90.4

 

 50人以上 

100人未満 
10.5

 
 80.4

 
19.6 0.0

 
89.5

 

 
（注）１ 「初任給の改定状況」は、採用がある事業所を100とした割合である。 

２ （ ）は昨年の数値である。 
 
 

別表第２ 

民間における給与改定の状況 

                                                                          （単位：％） 

項 目 

役職段階 

ベースアップ 

 実施 

ベースアップ 

 中止 
ベースダウン

 ベース改定 

の慣行なし 

係       員
 57.5 

（48.1） 

2.3 

（3.0） 

0.0 

（0.0） 

40.2 

（48.9） 

課 長 級
 54.6 

（42.5） 

2.3 

（5.9） 

0.0 

（0.0） 

43.1 

（51.6） 
 
（注）１ ベース改定の慣行の有無が不明及びベース改定の実施が未定の事業所を除いて集計し 

た。 
２ （ ）は昨年の数値である。 
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別表第３ 

民間における定期昇給の実施状況 

                                                                          （単位：％） 
     項 目 
 
役職段階 

定期昇給
 

制度あり
 

 
定期昇給

 

制度なし
 

 定 期 昇 給 実 施 定期昇給 

中  止  増 額 減 額 変化なし 

係    員
 95.0 

（95.8） 

95.0 

(93.8) 

32.0 

(28.2) 

 4.0 

 (0.6) 

59.0 

(65.0) 

0.0 

(2.0) 

 5.0 

 (4.2) 

課 長 級
 86.1 

(90.8) 

86.1 

(87.6) 

24.4 

(23.0) 

 4.0 

 (1.3) 

57.7 

(63.3) 

0.0 

(3.2) 

13.9 

 (9.2) 
 
（注）１ 定期昇給の有無が不明、定期昇給の実施が未定及びベース改定と定期昇給を分離する 

ことができない事業所を除いて集計した。 
２ （ ）は昨年の数値である。 

 
 

別表第４   
職員と民間従業員の給与較差 

 

民間給与 (Ａ)
 

職 員 給 与 (Ｂ)
 

較差 (Ａ)－(Ｂ)
 

383,277 円
 

374,672 円
  8,605 円 

  2.30 ％ 

 
（注） 公民ともに、本年度の新規学卒の採用者は含まれていない。 
 
 

別表第５ 

公民比較における比較対象給与種目 

 

民間給与 職員給与 

きまって支給する給与から

時間外手当及び通勤手当を

除いたもの 

給料月額、給料の調整額、扶養手当、管理職手当、地域

手当、初任給調整手当、住居手当、単身赴任手当（基礎

額)､特地勤務手当等、寒冷地手当 
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下半期 （  ） 

上半期 （  ） 

項  目 

Ｂ２ 

Ａ２ 

Ｂ１ 

Ａ１ 

別表第６ 

民間における特別給の支給状況 
 

                                         区    分   
事務・技術等従業員

 

平均所定内給与月額
 下半期 （ Ａ１ ）

 

上半期 （ Ａ２ ）
 

357,095  円
 

364,874  円
 

特 別 給 の 支 給 額
 下半期 （ Ｂ１ ）

 

上半期 （ Ｂ２ ）
 

822,363  円
 

832,853  円
 

特別給の支給割合
 

 

 

 

 

2.30  月分
 

2.28  月分
 

年 間 計
 

4.58  月分
 

 
（注） 下半期とは令和５年８月から令和６年１月まで、上半期とは同年２月から７月までの期

間をいう。 
 備 考 職員の場合、現行の年間支給月数は、平均で4.50月である。 
 
 

別表第７ 

職員と国家公務員との給与比較 
 

その１ 民間従業員の給与との比較に用いる平均給与月額の比較（令和６年４月）  
（単位：円） 

職 員 区 分
 

 

平均給与月額
 

給料(俸給) 

の月額 地域手当
 

扶養手当
 

諸手当
 

国家公務員
 

405,378 323,823 41,626 8,189 31,740
 

本県職員
 

374,672 340,112 5,850
 

8,813 19,897
 

 
（注）１ 平均給与月額等は「令和６年国家公務員給与等実態調査」及び「令和６年職員給与実 
      態調査」によるものである。  

２ 国家公務員の平均年齢は42.1歳、本県職員の平均年齢は43.9歳である。 
 
 
その２ ラスパイレス指数 

区  分 国 本県 

令和５年４月 100 98.7 
 
（注）１ 上記指数は、国家公務員の行政職俸給表㈠適用者とこれに相当する本県職員の給料月

額について、国家公務員を100とし、学歴別、経験年数別によるラスパイレス方式により
比較したものである。 

２ 地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数は97.3である。 
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別表第８ 

行政職給料表８級から10級までと同様の見直しを行う給料表及び職務の級 
 

給料表 職務の級 

公安職給料表 ９級 

医療職給料表(一) ４級 

研究職給料表 ５級 

 
 

別表第９ 

各年度の扶養手当の手当額 
（単位：円） 

年 度 
令和６年度 令和７年度 

令和８年度 

以降 扶養親族 

配偶者 
行政職給料表７級以下 6,500 3,000 （支給しない） 

行政職給料表８級 3,500 （支給しない） （支給しない） 

子 10,000 11,500 13,000 

（注） 「行政職給料表７級」及び「行政職給料表８級」には、これらに相当する職務の級を含

む。 
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